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第 1章 公共事業景観形成指針について

１．栃木県景観条例の骨子と栃木県公共事業景観形成指針

栃木県では、「栃木県景観条例」を平成１５年３月に制定し、同４月１

日より一部施行しています。

栃木県景観条例は、「総則」、「景観形成方針」、「県の景観形成の推進に

関する施策」、「県民等の景観形成活動」、「栃木県景観審議会」及び「雑

則」の６章立てで構成されています。

このうち、第Ⅲ章の「県の景観形成の推進に関する施策」において、

５つの施策（「地域における景観形成」、「大規模行為に係る景観形成」、

「公共事業に係る景観形成」、「啓発活動等」及び「市町村の連携等」）を

掲げています。

この５つの施策の主要となる「公共事業に係る景観形成」を目的とし

て、公共事業景観形成指針は、県をはじめとして公共事業を行う者が、

良好な景観づくりに配慮した事業の実施を図るための指針となるもので

す。 
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第１章 公共事業景観形成指針について

●栃木県景観条例の骨子（体系）

第Ⅰ章 総 則
目的：地域の特性を生かした魅力ある景観形成を図り、将来の世代に継

承すべき美しい県土形成

定義・責務（県、県民、事業者）

第Ⅱ章 景観形成方針 ・県土の景観形成の全体的な枠組みとなる基本方針を予め定めて公表

第Ⅲ章 県の景観形成の

推進に関する施策

地域における景観形成

【景観形成地域の指定及び地域景観形成計画の策定】

・市町村等のまちづくり計画等に併せて地域指定（及び手続き）

・地域内の景観形成の方針や施策に関する計画策定（及び手続き）

・地域住民への啓発活動や公共事業等における計画への配慮規定

【景観形成重点地区の指定、重点地区景観形成基準の策定】

・景観形成地域内に景観形成重点地区を指定（及び手続き）

・重点地区景観形成基準の策定（及び手続き）

【景観形成重点地区内での行為】

・景観形成重点地区内における建築行為等の届出

・重点地区景観形成基準の遵守

・届出の適用除外（国･県･市町村等）、指導等（勧告･公表）

・既存建築物等に対する景観形成上必要な指導 等

大規模行為に係る景観形成

大規模行為（一定規模以上の建築物等の新築等、開発行為）

【大規模行為景観形成基準】告示

【大規模行為景観形成規準の遵守】

【大規模行為の届出】着手の３０日前

【適用除外】国･県･市町村

【指導等】勧告･公表（基準に適合せず、指導にも従わない場合）

公共事業に係る景観形成

【公共事業景観形成指針の策定】

【指針に適合した景観形成の配慮、要請】国･県･市町村等

啓発活動等

【知識の普及、情報提供等】【県の景観形成施策に対する普及啓発】

市町村との連携等

【市町村と連携した施策の推進、市町村施策への援助】

第Ⅳ章 県民等

の景観形成活動

・住民等が自らの地域における景観形成を自主的に推進するための一つ

の手法として、住民協定等の制度を設け、その手続きについて定める。

第Ⅴ章 栃木県景観

審議会

・基本方針の内容、大規模行為の基準、景観形成地域の指定、公共事業

の共通ルール等の審議調査機関。

第Ⅵ章 雑則 ・財政上の措置、県条例と市町村条例との調整規定、規則への委任。
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２．栃木県公共事業景観形成指針の対象と目的

県土の良好な景観は、地域固有の歴史性や風土などを背景に、公共空

間と民有空間の施設整備における、景観的配慮により形成されます。

とりわけ公共空間は、施設規模が大きく、多くの人が集う身近な空間

である場合が多く、県土の景観形成に著しい影響を与え、さらに県民の

景観に対する意識や来訪者が持つイメージにも影響が及ぶことから、公

共事業等は景観づくりにおける先導的役割を担うものとして、公共施設

デザインの質的向上が求められています。

多様な景観を有する本県において、その公共空間にふさわしい施設整

備として、単に景観を損ねないものとするだけでなく、積極的に優れた

景観づくりに寄与していくことが望まれますが、そのためには、狭義の

マニュアルや基準（ガイドライン）などによって、単純に一言で規定で

きない側面があります。

しかしながら、公共事業等に係る様々な検討の場面で、事業者が常に

景観の美しさや魅力を考え、創造することを心がけることで、その場に

よりふさわしい形態を導き出し得るものと考えられます。

本景観形成指針は、県をはじめ、国、市町村及び公共的団体が行う、

土木、建築等に関する事業（公共事業等）を対象としています。

そして、これらのあらゆる場面での景観づくりの手法を示すことによ

り、公共事業等の実施にあたって景観的配慮を促していくことを目的と

します。
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第１章 公共事業景観形成指針について

３．公共事業による景観形成の基本的理念

①事業担当者の経験や知識の研鑽

景観形成に対する認識や配慮が足りずに、例えば公共事業の景観づく

りとは、整備費のかかる単に表面的な化粧であるとして、地域の景観に

ついてその生かし方を間違えると、景観を破壊することにもなりかねま

せん。

事業担当者においては、その認識や配慮、それに基づく景観の生かし

方について、状況に応じて「考える」ことが重要であり、さらなる経験

や知識の研鑽が求められます。

②地域特性や親しみやすさなどの反映

これまで多くの公共事業は一面では機能的側面の重視に偏り、無機的

で無表情の施設を多く生み出してきたことによって、地域の景観が画一

化されてきたといわれます。

昨今、自然環境やまちづくりに対する関心の高まりに伴い、公共事業

においても背景となる景観への配慮や潤い、魅力、愛着、親しみなどが

求められています。

多くの人々に愛され、親しまれ、かつ、個性的な公共施設デザインと

するために、その土地固有の地域特性（歴史や文化、風土など）を十分

ふまえ、デザインに反映させていくことが重要であると考えられます。

③その場所にふさわしいデザイン

地域性の表出に配慮するあまり、観光地や過疎地などでは賑わいや地

域の個性を表現するための「演出」が過度となり、時として自然景観や

生活空間との不調和を引き起こす場合があります。

演出も時には必要ですが、その一方で、周辺状況を十分把握し、その

場にふさわしいデザインなのかどうかを検討することも必要です。その

ためには、事業担当者が現場に赴いて、状況を肌で感じることもその場

にふさわしいデザインを生みだすために重要なことと言えます。

④多くの人々による共通認識の確立

景観づくりには、専門的な学説や理論も重要ですが、地域の景観づく

りについては、県民のまちづくりに対する意識の高まりに伴い、県民と

ともに議論し、共通認識を深めながら進めていくことが望まれます。

また、観光や地域活性化に結びつく、地域固有の景観を感じる視点は、

むしろ来訪者の意見も重要であり、これらを含めた、より多くの人々の

視点に立って、景観づくりを考えていくことが重要です。
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４．栃木県公共事業景観形成指針の使い方

①景観指針の項目

栃
木
県
公
共
事
業
景
観
形
成
指
針

１．基本的事項
本県の公共事業等全般に係る、良好な景観づくりのための包括的

な理念を、基本的事項として、次の内容を項目とする。

①地域特性への配慮 ②既存施策との整合
③視点と視対象の関係性 ④景観づくりの検証

２．共通指針
ここでは、公共事業等全般に共通する、景観上配慮すべき指針と

して示すものとし、次の内容を項目とする。

①地形改変の抑制 ②自然がつくる連続性の確保
③都市と自然のつながり ④水と緑のネットワーク形成
⑤歴史、文化の継承 ⑥歴史、文化資源の保全、活用
⑦地域イメージの育成と創出 ⑧施設デザインの工夫
⑨良好な隣接事業のデザイン継承 ⑩修繕時等のデザイン継承

３．要素別指針 「要素別指針」は、施設設計等にあたり、景観的配慮が特に求め

られる要素を挙げ、施設設計等に係る、次の内容を項目とする。

①位置及び規模
②形態及び意匠
③色彩
④材料
⑤敷地の緑化

４．施設別指針 「施設別指針」は、施設空間に対して景観的配慮が求められる空

間類型を挙げ、施設設計等に係る、次の内容を項目とする。

①道路
②公園・緑地・広場
③河川・水路
④橋梁
⑤ダム・堰堤・砂防・治山
⑥建築物及び敷地
⑦附属物及びファニチャー等
⑧公共広告物・サイン
⑨工事中の景観
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第１章 公共事業景観形成指針について

②景観形成指針の使い方 
公共事業景観形成指針は、良好な景観づくりのための共通認識事項を

まとめたものです。

景観的配慮を理解するためには、公共事業を行う担当がその事業に関

係する項目を当てはめ、指針の内容をチェックリストによって確認する

ことが効果的です。

指針の項目は、わかりやすくなるように、なるべく重複を避けて分類

を行っていますが、多様な公共事業等をこれらの分類のみで網羅するこ

とは不可能です。しかし、個々の事業において項目の分類通りに当ては

まらないケースがあったとしても、担当者が担当事業の景観的配慮のた

めのヒントを、指針を通じて得てもらうことが重要であり、担当する事

業の要素や空間特性を、多角的に幅広く捉え、関係すると思われる項目

を適用してください。

③仮設や災害等の緊急時における事業について

公共事業においては、災害時等によって一時的に「仮設」「緊急時対応」

により整備するケースがあります。この場合、十分な時間やコストをか

けて景観的配慮を行うことが難しいことから、厳密に適合を求めないも

のとします。

しかしながら、当面はそのままでも機能面での役割が果たせるとして、

長期的に景観的配慮がなされないままとならないよう、あくまでも一時

的なものとして認識し、最終的に景観面での配慮を伴った整備を行うよ

うな道筋を付けておくことが望まれます。


